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本日、本委員会は、議会及び知事に対し、職員の給与等について報告するとともに、

給与の改定について勧告を行いました。 

 

 勧告の基礎となる職種別民間給与実態調査の実施に当たり、御理解と御協力をいた

だいた民間事業所の皆様には、心から御礼申し上げます。 

 

 調査の結果、月例給については、職員給与が民間給与を 11,336 円（2.99％）下回

っていたことから、給料表の水準を人事院勧告に準じて引き上げることが必要である

と判断いたしました。また、特別給については、職員の年間支給月数が民間の支給割

合を 0.05 月分下回っていたことから、その均衡を図るため、年間支給月数を 0.05 月

分引き上げ、4.65 月分とすることが必要であると判断いたしました。 

 

併せて、公務運営については、「多様で有為な人材の確保」、「職員の成長支援と組織

パフォーマンスの向上」、「時代に即した働き方の推進と勤務環境の整備」等について

言及しています。本委員会はこれまで、採用試験の見直し、柔軟な働き方の推進、給

与制度のアップデートといった人事制度のあらゆる面から改革を実施してきました

が、今後も激しい人材獲得競争が続く中で優秀な人材を確保するためには、改革をさ

らに進めることが重要であると考えます。 

 

本委員会の勧告は、労働基本権の制約の代償措置として、職員の給与その他の勤務

条件を、社会一般の情勢に適応させる機能を有するものです。 

 

議長及び知事におかれましては、この勧告制度の趣旨を御理解いただき勧告どおり

実施されるよう要望します。 

 

職員の皆様には行政課題が高度に複雑化・多様化する中、日々全力で職務を遂行さ

れていることについて深く敬意を表します。今後も、強い使命感と高い倫理観を持っ

て、職務に精励されることを期待いたします。 

 

県民の皆様におかれましては、この勧告の意義と、職員が行政の各分野において県

政の発展と県民福祉の向上に努めていることについて、御理解をいただきたいと思い

ます。 


